
公益財団法人日本野球連盟 
処分基準ガイドライン 

 
公益財団法人日本野球連盟では、以下のとおり処分基準ガイドラインを制定する。具体的な

処分については、コンプライアンス委員会において審議し、戒告、けん責、指導、勧告に相

当する処分は、コンプライアンス委員会で決定する。戒告、けん責、指導、勧告より重い処

分は、倫理審査室で処分案について審議した上で理事会で決定し、実施する。 

 
（１）役員・委員に対する処分の種類 

・戒  告：口頭による注意を行い将来を戒める 
・け ん 責：文書による注意を行うとともに、始末書を提出させ将来を戒める 
・報酬返還：一定期間及び一定割合の報酬を本人同意の下で返還させるとともに、   

始末書を提出させ将来を戒める 
・解  任：理事会及び評議員会の決議をもって解任する 

 
（２）職員に対する処分の種類 

・け ん 責：始末書を提出させ将来を戒める 
・減  給：始末書を提出させ将来を戒めるとともに、賃金を減ずる。 

ただし、労働基準法第９１条を限度とする  
・出勤停止：始末書を提出させて、将来を戒めるとともに、７労働日以内の期間を定

めて出勤を停止し、その期間の賃金は支払わない。 
・降  格：始末書を提出させ将来を戒めるとともに、役職を解任もしくは職位、又

は職務の資格を引き下げる 
・懲戒解雇：予告期間を設けることなく即時解雇する。 

ただし、労働基準法第２０条第１項ただし書の定める解雇予告除外事由

がある場合には、解雇予告手当を支給しない。 

 
（３）競技者及び審判員その他地区連盟及び加盟団体の役員等に対する処分の種類 

・戒  告：口頭による注意を行い将来を戒める 
・け ん 責：文書による注意、厳重注意を行い始末書を提出させ将来を戒める 
・登録資格の停止：一定期間、本連盟の登録者としての資格を停止する 

        （ア）有期の登録資格停止  １ケ月以上１２ケ月以下 
        （イ）無期の登録資格停止 

・登録資格の取消：理事会の決議を経て本連盟の登録者としての資格を取り消し、再

登録を認めない。 

 
（４）加盟チームに対する処分の種類 

・指  導：口頭による注意を行う 



・勧  告：文書による注意を行い、再発防止策の提出を求める 

・出場停止：一定期間、JABA 公式大会への出場を停止する 

・除  名：加盟登録を取り消し、再加盟を認めない 

 
（５）地区連盟または加盟団体に対する処分の種類 

加盟団体規程第 19 条に基づく以下の処分を行うものとする。 

・指  導：口頭による注意を行う 

・勧  告：文書による注意を行い、再発防止策の提出を求める。 

・資格停止：一定期間、本連盟の加盟団体としての資格を停止する 

   ・退  会：加盟登録を取り消し、再加盟を認めない。 
 

   
付 則 この処分基準は２０１４年１１月１日より施行する。 

この処分基準は２０２３年３月１日より改定、施行する。 
この処分基準は２０２４年２月１５日より改定、施行する。 
この処分基準は２０２５年２月１３日より改定、施行する。 

 


